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若年定年等隊員となる隊員に対する職業訓練等実施要領 

 

１ 趣 旨 

  国家公務員法等の一部を改正する法律（令和３年法律第６１号）第８条（同条中

自衛隊法附則第６項の改正規定を除く。）の施行の日（令和５年４月１日）以降に

若年定年等隊員となる隊員に対する職業訓練等について、添付書類２により実施が

可能となったことから、必要な事項を定めるものである。 

 

２ 対象範囲 

  令和５年４月１日前において一般定年等隊員である隊員のうち、令和５年４月１

日から令和８年３月３１日までの間に若年定年等隊員として退職することを予定

している隊員（以下「対象隊員」という。） 

 

３ 実施要領 

（１）全 般 

   対象隊員の職業訓練等については、隊員の退職管理業務について（通達）（海幕

援第１３０号。２９．５．２６）（以下「退職管理通達」という。）を準用するも

のとする。  

（２）職業訓練等 

   退職管理通達別冊に示す施策のうち、対象隊員が希望する次に示す職業訓練等

については、規定又は基準等の範囲内で参加させることができる。 

  ア 職業適性検査 

イ 職業訓練 

  ウ 退職管理教育 

  エ 進路相談 

  オ 定年前異動 

 

４ 就職の依頼等 

就職の依頼等に関する事務処理は、令和５年４月１日まで実施してはならない。

ただし、就職の援助に資する施策に反映させることを目的に、退職管理通達別冊第

５第１項第５号アに規定する再就職希望等に関する事前調査は実施する。  

 

５ その他 

  この通達の実施に関し必要な細部については、海上幕僚監部人事教育部長が定め

る。 


